（様式１）
	受付番号
※記載不要
	


中小企業庁　あて
「経営相談体制強化事業」申請書
	申請者
	企業・団体名
	

	
	法人番号
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


（様式２）
	受付番号
※記載不要
	


「経営相談体制強化事業」
企画提案書
	１．事業の実施方法

	①手配が可能な相談対応要員数
　　　人
②手配が可能な相談対応の形式（☑してください）
　□実地窓口での相談　□電話相談　□オンライン相談
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
③手配が可能な地区（☑してください）
　□北海道経済産業局管内　□東北経済産業局管内　□関東経済産業局管内
　□中部経済産業局管内　　□近畿経済産業局管内　□中国経済産業局管内
　□四国経済産業局管内　　□九州経済産業局管内　□内閣府沖縄総合事務局管内

④手配が可能な経営安定相談窓口の機関種別（☑してください）
　□商工会連合会　□商工会議所　□中小企業団体中央会　□信用保証協会

⑤経営安定相談窓口への案内方法
　どのような形で手配依頼を受け付ける予定か記載してください。

⑤施策説明ツールの内容・説明可能な国の施策
　施策説明ツールの内容や提供方法等を記載してください。
他、募集要領に記載された①から⑥の施策以外で説明可能な施策があれば記載ください。


	２．実施スケジュール

	契約締結日からの所要日数（見込）
　相談対応マニュアルを作成する日数：　　日
　経営安定相談窓口への手配が可能となるまでの所要日数：　　日



	３．事業実績

	類似事業の実績
・事業名、事業概要、実施年度、発注者等（自主事業の場合はその旨）
※提案の必須要件ではありません。


	４．実施体制

	中小企業庁との連絡窓口：　　　
相談対応要員の属性（※）：
※経営指導員経験者、中小企業診断士等、想定している属性を記載してください。

外注・再委託の有無、予定しているのであればその内容：


	７．事業費総額

　　　　　　　　　円（内訳は別紙のとおり）
※１．内訳に記載している費目は例示ですので、適宜、提案内容に即した費目（経費の内容が分かるもの）に変更してください。
※２．経営安定相談窓口からの手配依頼数は地域によって差があると思われるので、手配が可能な経営安定相談窓口から１か所あたり24人日の手配依頼があると仮定して見積をしてください。（商工会連合会の場合は260人日/箇所で計算）



事業費内訳
	費目
	工数
	小計

	受託者事務局人件費
	〇〇〇〇円×〇〇〇時間
	円

	相談対応マニュアル作成費
	〇〇〇〇円×〇〇部
	円

	施策説明ツール提供費
	〇〇〇〇円×6回
	円

	相談対応要員日当（謝金）
	〇〇〇〇円×24人日×〇箇所
	円

	相談対応要員旅費
	〇〇〇〇円×〇箇所
	円

	相談対応要員用機材等借料
	〇〇〇〇円×6月
	円

	人件費・事業費計
	円

	一般管理費（人件費・事業費計の10％以内）
	円

	小計（税抜）
	円

	消費税（小計（税抜）×10％）
	円

	事業費総額
	円


